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これまで県民の皆さんには、外出自粛、時間短縮営業をはじめ、懸

命に感染防止対策に取り組んでいただいてきました。しかしながら感

染リスクの高い飲食については、関連クラスターが１２月以降で２３

発生。さらに、職場や学校、家庭内など、日常のあらゆる場で感染が多

発し、１月６日には過去最多となる１０２人の新規感染者を確認しま

した。このまま推移すれば、感染爆発、医療体制の崩壊が強く懸念さ

れる大変厳しい状況となっています。 

この感染症では、高齢者は重症化の可能性が高く（県内の死亡率は

１．５％、そのうち７０歳以上の死亡率は１０．５％）、あるいは現役

世代が親世代の高齢者に感染させたり、無症状・軽症が多い若者にあ

っても、後遺症に苦しむケースも発生しています。 

このような非常事態にあって、（１）「自宅待機ゼロ」を堅持し、県民

の皆さんにとって安心な医療の確保、（２）持続可能な経済活動ができ

る環境整備のため、これ以上の感染者を何としても抑え込んでいく必

要があります。そのためには、何より県民の皆さんの行動変容、そし

て事業者の皆さまのご協力が不可欠です。 

しかしながら、こうした取組みの成果が数字に表れるには、１０日

から２週間を要するため、県としては、医療機関の病床や宿泊療養施

設の増加の努力を併せて進めてまいります。 

そして、１月９日から２月７日までの、今後約１か月間の緊急対策

の実施により、期間終了時には「１日当たり新規感染者５０人を切る

程度」となるよう目指してまいります。 
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対策１ 県民の行動変容 

(1) リスクを伴う飲食の自粛 
・ 昼夜を問わず、自宅・外食を問わず、以下の飲食については自粛。 

・家族やパートナー以外との飲食 

・長時間の飲食 

・酒類を伴い、大声を出す飲食 

・マスク無しで会話を伴う飲食 など  

(2) 不要不急の外出自粛（昼夜を問わず、特に夜８時以降） 

(3) 県をまたぐ不要不急の移動自粛 
・ 特に、緊急事態措置を実施する１都３県（東京都、埼玉県、千葉県、

神奈川県）、愛知県及び関西２府１県（大阪府、京都府、兵庫県）に

対しては移動自粛を徹底。 

対策２ 事業者への要請 

(1)酒類提供の飲食店に対する時短要請の延長・強化 
 

・ 営業時間：２０：００までに短縮 

・ 酒類の提供：１１：００から１９：００までに短縮 

・ 期間：１月１２日から２月７日（２７日間） 

・ 協力金：１０８万円 

・ 市町村と連携し、時短に応じない店舗に対して個別に要請の周知

徹底を図る。 

・ 必要に応じ、立ち入り調査を実施。 

・ マニュアル未提出の「接待を伴う飲食店」に対し、休業要請。 

・ クラスターが発生した店舗に対しても休業要請のうえ、現地調査

を実施し、マニュアルを点検（再提出）。 

 

(2)学校における部活動・寮生活の対策  

・ 「近距離で組み合う、接触する場面」「近距離で発声を伴う活動」

といった感染リスクの高い部活動内での行動について、休止も含め、

できる限り制限。 

・ 寮内の感染防止対策（マスク着用、手洗いの徹底、３密の場の徹底

回避、酒類を伴う飲食の禁止など）の徹底・強化。また、学校の長期

休業時における寮閉鎖の検討。 
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(3)イベント等の開催制限  
・ 人数上限 5,000人、かつ収容率 50％以下。 

  ・ 感染リスクが高まる３つの条件（密閉空間、密集場所・密接場面）

は徹底的に警戒。密になりがちな集会も回避。 

(4) 出勤者の７割減（在宅勤務、時差出勤など）の推進 

 

対策３ 医療・福祉対策 

(1)医療機関の病床確保 
・ 各医療機関に確保済の病床の最大限の活用（圏域を越えた受け入れ

促進）に加え、可能な限りの病床上積み。 

(2)宿泊療養施設の拡充 
  

・宿泊療養施設：１５０床を目標に増床 

・医療機関病床と宿泊療養施設合わせて、 

現在の１，０９１床から１，５００床を目指す 

 

(3)ワクチン接種の推進 
・ 各保健所に市町村、関係機関と共にワクチン接種推進協議会を設置。 

・ 医療従事者、高齢者はもとより、福祉施設従事者も優先的に接種。 

 (4)福祉施設における対策 
・ 抜き打ち立ち入り検査の実施。 

・ ぎふコロナガードによる施設の重点的チェック。 

・日常生活での予防策の徹底 

・施設の感染防止体制（職員研修の実施など） 

・持ち込まない対策（職員、利用者、委託業者への水際対策） 

・施設内の対策（利用者の体調管理、食事場所対策等） 

・ 特定の福祉施設について、従事者の社会的検査を実施。 
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対策４ 外国人県民対策 

(1)外国人も利用しやすい検査・入院体制 
・ プライマリ・ケア・ドクター（かかりつけ医）の設置 

・ 外国語での検査に関する相談窓口 

・ 宿泊療養施設に新たに外国語通訳を配置 

(2)外国人県民への情報提供の充実 
・ 技能実習生への情報提供 

・ 動画を活用した感染防止対策の啓発 

・ ＳＮＳ等を活用した具体的な感染拡大事例の情報提供 
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【参考１】時短要請後の感染状況 

酒類を提供する飲食店で拡大した疑い事例（173人）における内訳 

 
 
・ ２１時以降の発生事例は、少数の店舗における、しかも従業員を中心とし

たものである。これは、時短要請に応じない一部の店舗の感染防止対策が不

十分であったものと考えられる。つまり、「多数の店舗」で「利用客の間」で

感染拡大が発生しておらず、「酒類を提供する店舗での感染拡大抑制」を目的

とした時短実施（９５％）の効果と受け止められる。 

・ 一方で、２１時以前の発生事例も相当程度認められることから、時短要請 

の更なる強化（短縮時間の拡大）も求められる。 

 

〇直近の具体的発生事例 
・ 「クリスマス会」・「新年会」・「自宅・親族宅」での酒類を伴う飲食を介し

た家庭内感染の拡大。 

・ フィリピンパブをはじめとする「接待を伴う飲食店」などにおける酒類を

伴う飲食による感染拡大。 

・ 特に若者が、居酒屋、カラオケで感染を媒介。 

・ 外国人の大規模感染。 

・ 大学生、高校生の部活、寮内の感染対策不徹底。 

・ 福祉施設における外部からの持ち込み感染。 

 

 

 

 

２１時以降

（時短実施せ

ず）６６名

38.2%

２１時以前
６０名
34.7%

不明
４７名
27.2%

 

従業員
３６名
54.5%

利用客
７名
10.6%

その他
店舗
２３名
34.8%

時短要請時間以降 

感染拡大が発生した 

３店舗での感染者属性 

時短要請時間以前 
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【参考２】これまでの対策 

〇時短要請（12/18～1/11：32市町村、12/25～1/11：10市町村） 
・ 酒類を提供する飲食店に対し、21:00までの営業時間短縮を要請。応じた

店舗に対しては、国制度を活用し協力金を交付。 

⇒ これまで約９５％の店舗が時短営業に対応。 

〇「医療危機事態宣言」（12/25） 
・ 医療機関のひっ迫状況を受け、医療受け入れ体制の現状を発信。 

・ 併せて、年末年始のリスク軽減を要請 

・成人式の見直し要請 

⇒ ４２市町村中、２２市町村が１月に開催せず延期 

・正月三が日の初詣自粛を要請 

⇒ 主要神社において５割減～７割減 

・若者対策 

⇒ 特に 10代、20代の若者に「名古屋に行くことは極力、差し控え

ること」を呼びかけ 

〇「在宅年末年始」（12/31） 
・ 「飲食」「外食」の自粛 

・ 酒類を提供する飲食店の１月６日までの休業（約５２％実施） 
 


